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A Study on Invasion and Prediction by AR (Augmented Reality): 






In considering the threat to society by AR, we need to consider the following issues: the infringement 
of privacy rights, problems of various digital assaults, and the relationship of AR with freedom of 
expression. Currently, AR is a dawning technology, and people are expecting much of it; however, 
they also distrust it. When thinking about the future of AR, it is important to consider how to reduce 
distrust and avoid social problems. Therefore, this paper aims to present useful hints for society as it 







察 ～Pokémon GO の事例を参考に～1」という論文を著した 2016 年の末において、AR 技術を一般化
するようなインパクトのある題材は『Pokémon GO』程度であった。しかし、そこから 1 年を経てみれ
ば、まさに当該論文で懸念していたような AR の法的問題が徐々に具現化しつつある。 
 また『Pokémon GO』以外にも、AR 技術を用いた様々なサービスが開発・実施され始め、AR 技術
が一般的に社会へ受け入れられようとしている様相も見て取れる。無論、現行の AR は未だに黎明期








 そこで本稿は改めて AR 技術がもたらす法的課題を再考し、アメリカにおける AR 技術をめぐる議
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論などを参考にしながら、AR 技術進展の先にある法的な問題点の抽出を図りたい。 
２．ARへの現況理解と法的課題 (１)：ビジョンベース ARとロケーションベース AR 
 デジタル技術を用いて実空間をサイバー空間と融合させ拡張することを目指した AR には、現段階
で２種類のものがある。すなわち、①人間の視覚を通じて現実を拡張することを目指したビジョンベ
ース型 AR と②特定の場所や空間に働きかけ、人間の行動へのインセンティブを与えるロケーション
ベース型 AR の２つである。 
①ビジョンベース AR 















販売されている携帯ゲーム機である Nintendo 3DS シリーズに搭載された『AR カード』などのプログ
ラムがこれに該当する。 







ース AR はマーカー型ビジョンベース AR と比較して高度かつ複雑なプログロムとなりやすく、わざ
わざマーカーを設置しなくても良いというメリットはあるものの、デバイス側に一定程度のスペック
を必要とする。具体的には Masquerade Technologies 社の iOS や Android 用の自撮りアプリである
『MSQRD』や、東京書籍社の『教科書 AR』、『マチアルキ AR アプリケーション』などで実際に使用
されている。 
②ロケーションベース AR 
 ロケーションベース AR とは、スマートフォンやタブレット端末、携帯ゲーム機などのデジタルデ
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 ゲームソフトウェアとの親和性が極めて高く、近年では Google 社の社内スタートアップであった
Niantic Labsが 2013年に発表し、現在ではNiantic社(2015年にGoogle社より独立)が提供する『Ingress』







う。無論、2016 年に『Pokémon GO』によって生み出された世界的な流行現象は、AR の世界にとって
は金字塔とも言える事実であろうが、一方でそれが実社会に長期的な影響を及ぼすまでに至る革新的
な AR の利用法であったかと問われれば、多くの疑問の声が上がるだろう。その意味では、AR の利用
法や活用法は未だに手探りの域を脱していないと思われる。 
 ただ間違いなく言えるのは、AR は今後衰退する技術ではなく、今後、より人類社会へ深化してい









 黎明期にある AR と雖も、その発展の度合いによっては様々な法的な問題を引き起こすことは明白
である。この点については、既にその萌芽とも言える現象が見え隠れしており、如何なる問題が今後
惹起されるかについてはある程度の予測が立つと言える。 










イバシー権を認めていることを鑑みると4、ビジョンベース AR によって実現可能とされる、個人を ID
認証や顔認識、虹彩認証などによって識別し、当該個人情報を実空間画像と重ね合わせてポップアッ
プ表示するシステムがプライバシー権の侵害を構成すると判じられる可能性は決して低くない。 
 ビジョンベース AR と同じく本稿２で言及したロケーションベース AR による侵害行為の可能性予
測はより簡便である。ロケーションベース AR を活用し、世界的なムーブメントを引き起こした
Niantic 社の『Pokémon GO』をめぐっては、単なる一過性の社会現象では済ますことが出来ない多
くの AR への課題が露見した。特に、実空間の GPS 座標に土地や建物の所有者への断りもなく設置

























シー権の侵害となり得ることは容易に想像できる。実際に 2016 年 12 月には複数のメディアによっ






る8。顔認識アプリケーションについては、2014 年に『Augmented Reality Law, Privacy, and Ethics: 





































折しも、我が国の最高裁大法廷は平成 29 年 3 月 15 日の判決11で、被疑者に対し逮捕令状なしで















への懸念が AR のイノベーションを阻害する”という点である。AR 技術は既に一定程度は実社会へ
向けて実用化できる状態にある。しかし、既存のプライバシー権の考え方は、より社会へ浸透しよう
とする AR 技術を“プライバシー権侵害への懸念がある”という論点で暗黙的に抑制し、場合によっ
ては AR 技術を用いたサービスそのものを阻害する可能性が捨てきれない。 
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９．ARとデジタル・アサルト(２)：ARによる生活環境へのデジタル・アサルト 







 AR 技術を一般化した『Pokémon GO』では、世界的に空前のブームになったことや、ゲーム拠点
に指定された場所へ人を集めやすいというゲーム性が相俟って、不法な住居侵入や路上駐車、ゴミの
不法投棄など看過できない問題を現在でも引き起こしている。2017 年 11 月 24 日から 26 日にかけて
鳥取砂丘を中心に、鳥取県を挙げて行われた同ゲームのイベントでは予想を超えるイベント参加者と





























 ブライアン＝ワソムは AR に関係する知的財産権への侵害行為として特許権、商標権、著作権など、
ほとんどの権利を対象にした問題が考えられるとする。一方で、グレゴリー＝キッパーとジョゼフ＝
116 大学教育論叢 第 4 号 


































表現などの様々な観点から AR と言論の自由やプレスの自由を保障する合衆国憲法修正 1 条との関係
性に着目している24。 
 興味深い点は、アメリカでは既に AR が合衆国憲法修正 1 条によって保護されるか否かをめぐる訴
訟が起きており、意外にも現段階では裁判所は AR の味方でありそうに思えるという点である。事の
発端は、アメリカのウィスコンシン州ミルウォーキー郡議会が『Pokémon GO』による様々なデジタ
ル・アサルトによって公園の治安悪化や管理費の増大が起きたことに業を煮やし、2017 年 2 月 2 日
に、公園保養文化局(the Director of the Department of Parks, Recreation, and Culture : DPRC)へ
の有償の許可を取らなければ郡内の公園で VR、AR のゲームをしてはならないとする条例を賛成 13
票、反対 4 票の多数で可決し、2017 年 2 月 22 日より施行したことに始まる。このミルウォーキー郡
の条例に対して、『Texas Rope ‘Em』というロケーションベース AR を用いたスマートフォン用のポ
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ーカーゲームを開発していた Candy lab 社が 2017 年 4 月に当該条例は合衆国憲法修正 1 条に違反す
る旨を訴えた。これを受けたウィスコンシン東部連邦地裁は、2017 年 7 月 20 付で Candy lab 社の主
張を認め、問題となった郡条例の制限規定は過度に広範であるとして、明確な判決が示されるまでの
間は当該条例の効力を差止める仮決定を命じた25。これを受けて、ミルウォーキー郡では当該条例の
恒久的な差止めに同意をした上で、2017 年 11 月 30 日に郡政委員会のうち司法委員会が 4 対 0 の全
会一致で Candy lab 社との和解に 83000 ドルを支払うよう勧告するという状況になっている26。 































たして、第２、第３の『Pokémon GO』が出現した時に、人々は AR 技術に対して冷静に同情的でい
られるかは甚だ疑問である。 
 表現の自由によって AR 技術が保護されることを強く期待することも難しい。ウィスコンシン州ミ
ルウォーキー郡では勝利を収めたかに見える AR ではあるが、他の地域や国においても同様に推移す
ると問われれば大いに疑問である。過度に広範で制限的でない AR 規制法が仮に制定された場合に、
我が国の裁判所が AR を憲法 21 条の庇護の下に置くかどうかは神のみぞ知る結論になろう29。こうい
った曖昧な期待に AR の今後のイノベーションが左右されても良いのであろうか。 
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